
  

結城市規則第６号 

  

   結城市空家等対策推進条例施行規則 

 

 結城市空き家等の適正管理に関する条例施行規則（平成２５年結城市規則第３２号）の 

全部を改正する。 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は，空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。 

 以下「法」という。）及び結城市空家等対策推進条例（平成３１年結城市条例第５号。 

 以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則で使用する用語は，法及び条例で使用する用語の例による。 

２ 条例第２条第４号の規則で定めるものは，次のとおりとする。 

（１）居住者又は使用者が死亡，転出又は施設に入所等により居住その他の使用がなされ 

  ておらず，居住その他の使用をしなくなってから概ね１年を経過しない建築物又はこ 

  れに附属する工作物及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。） 

（２）年に数回しか使用されていない建築物又はこれに附属する工作物及びその敷地（立 

  木その他の土地に定着する物を含む。） 

（情報提供） 

第３条 条例第５条第２項の規定による情報提供については，空家等又は準空家等に関す 

 る情報提供書（様式第１号）を市長に提出する方法のほか，口頭その他適宜の方法によ 

 り行うことができるものとする。 

（立入調査） 

第４条 条例第１１条第２項の証明書は，結城市職員服務規程（昭和３９年結城市訓令第 

 ２号）第６条第１項に規定する結城市職員証明書とする。 

２ 法第９条第３項の規定による通知は，立入調査実施通知書（様式第２号）により行う 

 ものとする。 

３ 法第９条第４項の証明書は，空家等立入調査員証（様式第３号）とする。 

 （助言又は指導） 

第５条 条例第１２条第１項の規定による助言は，原則として口頭により行うものとする。 

２ 条例第１２条の規定による指導は，空家等又は準空家等の適正管理に関する指導書 

 （様式第４号）により行うものとする。 

３ 法第１４条第１項の規定による助言又は指導は，助言又は指導書（様式第５号）によ 

 り行うものとする。 

 （勧告に係る事前通知） 

第６条 前条第３項の助言又は指導書を送付してもなお，正当な理由がなく必要な措置が 

 とられない場合は，措置の期限を示した勧告前通知書（様式第６号）を送付するものと 

 する。 

 （勧告） 



  

第７条 法第１４条第２項の規定による勧告は，勧告書（様式第７号）により行うものと 

 する。 

（命令に係る事前通知） 

第８条 法第１４条第４項の通知書は，命令前通知書（様式第８号）とし，同項の意見書 

 は，命令前意見書（様式第９号）とする。 

２ 法第１４条第５項の規定による意見の聴取を行うことの請求は，命令前意見聴取請求 

 書（様式第１０号）により行うものとする。 

３ 法第１４条第７項の規定による通知は，命令前意見聴取通知書（様式第１１号）によ 

 り行うものとし，同項の公告は命令前見聴取の公告（様式第１２号）により行うものと 

 する。 

 （命令） 

第９条 法第１４条第３項の規定による命令は，命令書（様式第１３号）により行うもの 

 とする。 

２ 法第１４条第１１項の規定による公示は，標識（様式第１４号）により行うほか，空 

 家等対策の推進に関する特別措置法施行規則（平成２７年総務省・国土交通省令第１号） 

 に定める方法により行うものとする。 

（代執行） 

第１０条 法第１４条第９項の規定による代執行に係る行政代執行法（昭和２３年法律第 

 ４３号）第３条第１項の規定による戒告は，戒告書（様式第１５号）により行うものと 

 する。 

２ 代執行に係る行政代執行法第３条第２項の規定による通知は，代執行令書（様式第１ 

 ６号）により行うものとする。 

３ 代執行に係る行政代執行法第４条の証票の様式は，代執行責任者証（様式第１７号） 

 のとおりとする。 

４ 法第１４条第１０項の規定による公告は，代執行の公告（様式第１８号）により行う 

 ものとする。 

（費用の徴収） 

第１１条 法第１４条第９項の規定による代執行に要した費用の徴収は，執行後１４日以 

 内に代執行費用納付命令書（様式第１９号）により，措置に要した費用の額及び納期限 

 を当該所有者等に通知するものとする。 

２ 前項の納期限は，代執行費用納付命令書の発行日から３０日とする。 

３ 前項の納期限までに納付されない場合は，結城市債権管理条例（平成３１年結城市条 

 例第６号）に基づき，代執行費用納付督促状（様式第２０号）により督促するものとす 

 る。 

（緊急安全措置） 

第１２条 条例第１５条第２項の規定による通知は，緊急安全措置実施通知書（様式第２ 

 １号）により行うものとする。 

２ 緊急安全措置に要した費用の徴収は，緊急安全措置費用請求書（様式第２２号）によ 

 り行うものとする。 

 （結城市空家等対策庁内検討委員会） 



  

第１３条 法及び条例の適正な運用を図るため，結城市空家等対策庁内検討委員会を置く。 

（補則） 

第１４条 この規則に定めるもののほか，この規則の施行に関し必要な事項は，市長が別 

 に定める。 

   付 則 

 この規則は，平成３１年４月１日から施行する。 

 

 


